
Ⅷ　誇らしい「都」をつくる
～奈良のポテンシャルを最大限に活かしたまちづくりを進め、

地域の新たな未来を切り開く～　 　　　　　　　　　　
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25　南部・東部の振興

　 1 　住み続けたくなる、還りたくなる地域づくり

　　⑴　働きやすくする

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

○新 奈良県美しい南部

・東部地域を県と市

町村が協働して振興

を図る条例推進事業

 県実施

奈良県美しい南部・東部地域を県と市町村が協働して振興を図る

条例に基づき、県と市町村が協働して地域の課題を解決するため

の調査・検討を実施

負担区分　県／10
10

10，000

（　－　）

知 事 公 室

南 部 東 部

振　興　課

○新 奥大和小規模多機

能拠点構築事業

 県実施

奥大和地域の各市町村において、移住定住のための多機能拠点を

形成するとともに、奥大和移住定住交流センターを核に各拠点を

結節するためのネットワークを構築

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

14，500

（　－　）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

奥大和人材育成事業

 県実施

奥大和地域での持続可能な地域づくりを学ぶ講座の開催

奥大和地域で活躍する人材を育成する講座の開催

○新 奥大和地域の各拠点で活躍するリーダーを発掘、育成する伴走

型支援プログラムを実施

○新 奥大和地域の企業を対象とした販路拡大講座の開催

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

25，623

（13，230）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

奥大和雇用創造促進

事業

 県実施

国内及び海外デザイナーが奥大和に滞在し、デザイン制作やブラ

ンディングを提案するプログラムを実施

奥大和地域の生産者、加工、販売者等が異分野人材と協業し、新

規事業開拓及び販路拡大を促進するためのセミナー等を開催

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

11，350

（11，050）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

奥大和雇用創出事業

 県実施

企業のサテライトオフィス誘致に向けたモニターツアーの実施

奥大和の仕事や暮らしを体験するプログラムの実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，000

（4，835）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

コミュニティナース

育成事業

 県実施

奥大和地域内におけるコミュニティナースの育成

　 コミュニティナース基礎講座、ステップアップ講座及びフォロ

ーアップ研修の開催

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

6，000

（6，000）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

南部・東部地域振興

補助金（企業立地促

進補助事業）

 （再掲）

 民間実施

南部・東部地域に立地する企業活力集積促進補助金の対象企業に

対し南部・東部地域振興補助金を加算

　加算額　固定資産投資額 5 億円以上　 1 千万円

　　　　　　　　　　　　10億円以上　 2 千万円

負担区分　県／10
10

100，000

（100，000）

産業・観光・

雇用振興部

企 業 立 地

推　進　課

中南和振興のための

産業集積地形成事業

 （再掲）

 県実施

京奈和自動車道御所インターチェンジ周辺において中南和地域の

通勤圏内での雇用機会の創出を実現する産業集積地を形成

　埋蔵文化財発掘調査

　旧御所東高校除却工事　ほか

負担区分　県／10
10

1，150，200

（　755，244）

債務負担行為

［　124，140］

産業・観光・

雇用振興部

企 業 立 地

推　進　課

産業用地確保推進事

業 （再掲）

 県実施

企業に対し立地ニーズを調査

大和高原地域を中心とする県東部地域における産業集積方策と産

業用地確保の検討

負担区分　県／10
10

1，100

（1，215）

産業・観光・

雇用振興部

企 業 立 地

推　進　課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

創業支援資金（南部

・東部枠）（制度融

資） （再掲）

 県実施

貸付対象者　 認定支援機関の支援を受け、南部・東部地域で創業

しようとする者で、県が認定した者

貸　付　枠　200，000千円

貸付限度額　設備・運転　15，000千円

貸 付 利 率　0．0％

貸 付 期 間　 7 年（うち 1 年据置）

保証料を県が全額負担

負担区分　県／10
10

6，495

（6，460）

産業・観光・

雇用振興部

地域産業課

漢方のメッカ推進プ

ロジェクト事業

 （再掲）

 県実施

奈良県にゆかりの深い漢方について、有識者の意見を聞きながら、 

薬用作物の生産拡大・関連商品・サービスの創出等を総合的に推進

　薬用作物の新たな栽培技術の実証

　薬用作物の安定供給にかかる研究

　大和トウキ入りドリンクなど生薬を用いた製剤の国内販売促進

　消費者ニーズの高い生薬製剤の開発

　大和生薬の薬効研究

　国産生薬使用促進のための成分分析及び流通品との同等性検証

　○新 漢方薬、大和トウキ等にかかるシンポジウムの開催

　奈良県漢方のメッカ推進協議会の運営

　漢方関連食品等の製品化に向けた研究

　首都圏及び近畿圏での大規模展示会への出展

　ワークショップ等の開催

　県産キハダの未利用部分の有効性を研究

　プロジェクト検討会等の開催・運営

　○新 動画サイト等を活用した情報発信・ＰＲ動画の制作

　 ○新 データ分析等の高度化を図り、さらなる製品開発を推進する

ため、企業版ふるさと納税を活用し研究機器を整備

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

48，245

（28，728）

医療政策局

薬 務 課

・

産業・観光・

雇用振興部

産業政策課

産 業 振 興

総合センター

・

食 と 農 の

振 興 部

農 業 水 産

振 興 課

鳥獣被害防止対策事

業 （再掲）

県 ･ 市町村 ･ 民間実施

被害防止計画に基づき市町村等が実施する鳥獣被害防止対策に対

し補助

　被害防除の研修、捕獲活動、緩衝帯整備、捕獲を含めたサルの

　複合対策等

　負担区分　新 規 地 区 等　国／10
10

　　　　　　その他の地区　国／2
1 ・実施主体／2

1

　地域が一体となった侵入防止柵等の整備等

　負担区分　自力施工　国／10
10

　　　　　　請負施工　国／2
1 ・実施主体／2

1

　　　　　　　　　　　条件不利地域

　　　　　　　　　　　国／10
5.5 ・実施主体／10

4.5

　被害防止に向けた集落ぐるみの活動を支援

　負担区分　国／10
10

340，861

（341，561）

食 と 農 の

振 興 部

農 業 水 産

振 興 課

鳥獣被害防除事業

 （再掲）

 県・市町村実施

銃猟規制区域でのイノシシ等による農林業被害対策

　捕獲柵等の設置

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

シカ、イノシシ、カラス等による農林業被害対策

　銃による駆除

負担区分　県／3
1 ・市町村／3

2

2，541

（2，941）

食 と 農 の

振 興 部

農 業 水 産

振 興 課

　　⑵　暮らしやすくする

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

南和地域公立病院整

備支援事業（再掲）

［医科大学等整備］

 一部事務組合実施

南和広域医療企業団による南和地域公立病院整備への支援

　企業団構成市町村に対する起債償還金補助

負担区分　企業団構成市町村負担分を除き県（基金）／10
10

126，509

（228，996）

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

南和広域医療企業団
運営費負担金
 （再掲）
 一部事務組合実施

南和広域医療企業団が設置する看護専門学校の運営経費に対する
負担金
負担区分　県／10

10

80，000
（80，000）

医療政策局
病院マネジ
メ ン ト 課

南和広域医療企業団
運営費補助事業
 （再掲）
 一部事務組合実施

南和広域医療企業団の病院運営にかかる経費に対し補助
　県からの身分移管職員の県在職期間分の退職手当（相当額）
負担区分　県／10

10

36，935
（84，629）

医療政策局
病院マネジ
メ ン ト 課

へき地診療所支援事
業 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県・市町村実施

へき地診療所医師確保支援事業
　補助対象　 へき地診療所に勤務する医師にかかる人件費（自治

医大卒業医師等を除く）
　実施主体　山添村、御杖村、十津川村、川上村
　補助上限　2，400千円
負担区分　県／2

1 ・市町村／2
1

へき地診療所運営費補助事業
　補助対象　 へき地診療所の運営経費（国民健康保険直営診療所

を除く）
　実施主体　五條市
負担区分　国／3

2 ・市町村／3
1

へき地勤務医療従事者確保推進事業
　医学生・看護学生を対象に、へき地診療所での体験実習を実施
負担区分　県（基金）／10

10

18，438
（15，213）

医療政策局
医師・看護師
確保対策室

へき地医療支援事業
 （再掲）

 県・市町村・ 
 一部事務組合実施

へき地医療支援機構運営事業
　 広域的なへき地医療支援の企画・調整等を行い、へき地医療対

策の各種事業を円滑かつ効率的に実施
　　委託先　南和広域医療企業団
へき地医療拠点病院支援事業
　補助対象　へき地医療拠点病院の医療活動経費、施設等整備費
　実施主体　 南奈良総合医療センター、市立奈良病院、宇陀市立

病院
○新 へき地巡回診療車運営事業
　へき地で医療設備を搭載した診療車（バス）による移動診療を
　実施する市町村に対し補助
　　実施主体　宇陀市
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

160，054
（ 11，024）

医療政策局
医師・看護師
確保対策室

へき地勤務医師養成
負担金 （再掲）

 県実施

自治医科大学運営費負担金
　在学生　14人　　卒業生　101人（現在44期生まで）
自治医科大学卒業医師の派遣
　へき地診療所等派遣人員　 8 人
臨床研修医負担金
　自治医科大学卒業医師の臨床研修の実施に要する経費に対する
　負担金
　　臨床研修医　 5 人
負担区分　県／10

10

148，100
（146，750）

医療政策局
医師・看護師
確保対策室

医師確保修学資金貸
付金 （再掲）

［一部地域医療介護］

 県実施

緊急医師確保修学資金貸付金
　対象　県立医科大学及び近畿大学の緊急医師確保特別入学試験
　　　　合格者
　貸与予定者　87人（うち新規15人）
負担区分　県（基金）／10

10 、県／10
10

221，376
（214，170）

医療政策局
医師・看護師
確保対策室

奈良県基幹公共交通
ネットワーク確保事
業 （再掲）

 市町村・民間実施

利用目的に応じた交通サービスを確保するため、広域の路線バス
等の運行に対し補助
　補助上限　収支差の／2

1

負担区分　県／10
3 ・実施主体等／10

7

市町村連携による複数市町村をまたぐコミュニティバス等の運行
に対し補助
　補助上限　収支差の／2

1

負担区分　県／10
3 ・市町村等／10

7

補助対象系統を運行するノンステップバスの導入に対し補助
負担区分　県／3

1 ・実施主体等／3
2

212，136
（197，338）

県土マネジ
メ ン ト 部
リニア推進
・地域交通
対　策　課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

公共交通基本計画推

進支援事業 （再掲）

 市町村・民間実施

地域住民や観光等の移動ニーズにきめ細かく対応する交通サービ

スの提供に向けた取組に対し補助

　 地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画に関する調

査検討・実証運行への支援

　負担区分　県／3
1 ・実施主体等／3

2 、県／10
10

　利用環境整備への支援

　負担区分　県／2
1 ・実施主体等／2

1 、県／3
1 ・実施主体等／3

2

47，000

（42，755）

県土マネジ

メ ン ト 部

リニア推進

・地域交通

対　策　課

南部地域におけるへ

き地教育振興事業

 市町村実施

へき地の拠点校等に常勤の専科教員等を共同配置し、近隣校を巡

回して授業等を実施する市町村に対し補助

　補助額等　教員等の設置にかかる費用の／2
1 以内

負担区分　県／2
1 ・市町村／2

1

2，046

（3，445）

教育委員会

教 職 員 課

南部地域における産

業連携教育支援事業

 （再掲）

 県実施

地元企業に就職する等、南部地域の振興に貢献できる人材を育成

するため、職業教育に必要な実習備品を整備

　対象　御所実業高校　温室カーテン、折り曲げ機、

　　　　　　　　　　　実験ガラス器具洗浄機

　　　　奈良南高校　　トータルステーション、非破壊試験機、

　　　　　　　　　　　含水計

負担区分　県／10
10

5，000

（4，000）

教育委員会

高校の特色

づくり推進課

　　⑶　いざというときに備える

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

奈良県大規模広域防

災拠点整備事業

 （再掲）

 県実施

南海トラフ巨大地震等に備え、2，000ｍ級滑走路を有する大規模

広域防災拠点の整備を推進

　大規模広域防災拠点の整備

　　用地取得、造成設計、造成工事、防災拠点の運用検討　ほか

　負担区分　県／10
10

　国道168号五條市生子町～釜窪町の整備

　　測量、調査、設計　ほか

　負担区分　国／3
1 ・県／3

2 、県／10
10

4，903，000

（　491，881）

債務負担行為

［1，469，000］

知 事 公 室

防災統括室

・

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

大規模広域

防 災 拠 点

整　備　課

○新 南部・東部地域デ

ジタル化推進事業

 県実施

デジタル技術を活用して地域課題を解決するため、調査・分析や

住民・関係者等とのワークショップ等を開催し、実行計画を策定

負担区分　国／10
10

10，000

（　－　）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

五條新宮道路の整備

推進（国道168号）

 （再掲）

 県実施

紀伊半島アンカールートを形成する「五條新宮道路」の早期整備

　国道168号　新天辻工区、阪本工区

負担区分　国／10
5.5 ・県／10

4.5

1，271，550

（2，430，750）

債務負担行為

［1，250，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

災害に強い道路ネッ

トワークの整備推進

 （再掲）

 県実施

地域を支える主要な道路ネットワークの形成

　国道169号　御所高取バイパス、高取バイパス

　五條吉野線、高野天川線、平原五條線、赤滝五條線　ほか

負担区分　国5．775/10・県4．225/10、国5．25/10・県4．75/10

6，931，376

（5，329，938）

債務負担行為

［3，897，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

直轄道路事業費負担

金（南部・東部）

 （再掲）

 国実施

京奈和自動車道　大和北道路、大和御所道路

国道168号　長殿道路、風屋川津・宇宮原工区、

　　　　 　十津川道路（Ⅱ期）

国道169号　伯母峯峠道路

負担区分　国7．35/10・県2．65/10、国／10
7 ・県／10

3

7，791，000

（7，711，000）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

道路改良等基礎調査

（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

道路網整備の必要性等の調査

　国道168号　五條市生子町～釜窪町

　国道169号　前鬼～音枝　ほか

負担区分　国／3
1 ・県／3

2 、県／10
10

265，000

（106，000）

債務負担行為

［ 73，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路建設課

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

道路施設点検・診断

事業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

効率的・効果的な補修・修繕を実施するため、橋りょう、トンネ

ル等の点検を実施

負担区分　国5．775/10・県4．225/10、国5．25/10・県4．75/10

409，500

（535，500）

債務負担行為

［414，540］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路施設老朽化対策

事業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

長寿命化修繕計画に基づく補修・修繕を実施

　五條吉野線柴橋外60橋

　国道168号小代下トンネル外38トンネル

　国道169号上市歩道橋、国道169号宮前歩道橋

負担区分　国5．775/10・県4．225/10、国／10
5.5 ・県／10

4.5 、県／10
10

2，621，350

（2，220，750）

債務負担行為

［　819，670］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

橋りょう耐震補強事

業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

緊急輸送道路の橋りょうの耐震対策を実施

　国道168号大川橋、国道169号桜橋小橋

負担区分　国5．25/10・県4．75/10

42，000

（644，700）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路災害防除事業（南

部・東部）（再掲）

 県実施

道路斜面で崩落等の兆候がある箇所や、法面の危険度、路線の重

要度等を総合的に判断して対策を優先すべき箇所で法面・落石の

防災対策を実施

　国道168号外14路線

負担区分　国5．775/10・県4．225/10、国5．25/10・県4．75/10、

　　　　　県／10
10

1，796，350

（1，365，800）

債務負担行為

［1，689，050］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路舗装補修事業（南

部・東部）（再掲）

 県実施

路面の破損が進行し、安全な通行に支障をきたす箇所の対策を実

施

　国道168号外19路線

負担区分　国5．25/10・県4．75/10、県／10
10

491，239

（364，500）

債務負担行為

［ 30，830］

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

道路施設維持修繕費

（南部・東部）

 県実施

紀伊半島大水害等により被災した箇所のうち、地すべりの兆候が

ある地区において二次的な災害を防止

　高野辻堂線　五條市大塔町清水

　川津高野線　十津川村五百瀬、十津川村山天

　国道169号　川上村迫

負担区分　県／10
10

167，950

（201，950）

県土マネジ

メ ン ト 部

道路保全課

南部東部地域河川改

良事業 （再掲）

 県実施

南部・東部地域における治水安全度の向上を図るため、河川改良

を実施

　紀の川、宇陀川、町並川外32河川

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

1，971，827

（2，167，213）

債務負担行為

［　874，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

新宮川水系堆積土砂

処分推進事業

 （再掲）

 県実施

新宮川水系において堆積土砂撤去等により治水安全度の向上を推

進

　熊野川、川原樋川

負担区分　県／10
10

335，992

（214，629）

債務負担行為

［140，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

直轄河川事業費負担

金（南部・東部）

 （再掲）

 国実施

河川改良

　紀の川における河川整備

砂防

　紀伊山系における大規模土砂災害対策等

負担区分　国／3
2 ・県／3

1

1，245，463

（1，038，071）

県土マネジ

メ ン ト 部

河川整備課

通常砂防事業（南部

・東部） （再掲）

 県実施

砂防施設の設置により、土石流等による被害から人家等を保全

　補助事業　十津川村重里外29カ所

　単独事業　野迫川村柞原外 5 カ所

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

943，624

（1，299，493）

債務負担行為

［1，632，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対　策　課

地すべり対策事業（南

部・東部）（再掲）

 県実施

地すべり防止施設の設置により、地すべりによる被害から人家等

を保全

　補助事業　天川村坪内地区外 2 カ所

　単独事業　宇陀市室生地区外 2 カ所

　大滝関連地すべり調査

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

848，906

（464，591）

債務負担行為

［160，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対　策　課

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

急傾斜地崩壊対策事

業（南部・東部）

 （再掲）

 県実施

急傾斜地崩壊防止施設の設置により、急傾斜地の崩壊による被害

から人家等を保全

　補助事業　東吉野村大豆生地区外13カ所

　単独事業　山添村遅瀬地区外18カ所

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

871，985

（672，549）

債務負担行為

［510，000］

県土マネジ

メ ン ト 部

砂防・災害

対　策　課

簡易水道等整備推進

事業 （再掲）

 市町村実施

簡易水道等整備推進事業

　市町村が整備する簡易水道事業等の公債費に対し補助

　　対象市町村　十津川村外13市町村　26事業

　　補 助 対 象　国庫補助対象事業費

　　補　助　率　過疎・辺地　16％　　その他　20％

　　補 助 方 法　事業実施翌年度から10年分割補助

簡易水道事業等災害復旧事業

　紀伊半島大水害の簡易水道施設等災害復旧事業の公債費に補助

　　対象市町村　五條市外 4 市村　10事業

　　補 助 対 象　国庫補助対象事業費（補助災害復旧事業）

　　　　　　　　起債対象事業費（単独災害復旧事業）

　　補　助　率　12．5～25％（補助災害復旧事業）

　　　　　　　　20～50％（単独災害復旧事業）

　　補 助 方 法　事業実施翌年度から10年分割補助

負担区分　県／10
10

134，307

（138，015）

水循環・森林

・景観環境部

水資源政策課

　 2 　訪れてみたくなる地域づくり

　　⑴　魅力を知ってもらう

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

奥大和との関わりの

場創出事業

 県実施

地域課題の解決に向け、大学生を対象に奥大和地域をフィールド

とした課題解決型インターンシップを実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

1，597

（16，059）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

奥大和プロモーショ

ン事業 （再掲）

 県実施

大手旅行雑誌社等と連携し奥大和の地域情報・観光情報を発信

奥大和の「暮らし」や「仕事」を伝える映像の制作・配信　ほか

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

19，250

（25，250）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

南部・東部振興プロ

ジェクト推進事業

 県実施

奈良県南部・東部振興基本計画の進捗管理

計画推進及び具体的な取組の実現に向けた調査・検討

奥大和地域における諸問題を解決するための市町村の取組に対し

支援

負担区分　県／10
10

12，544

（22，827）

知 事 公 室

南 部 東 部

振　興　課

奥大和移住

・交流推進室

がんばる明日香支援

事業

 市町村実施

明日香村の歴史的風土の創造的活用を図る事業を支援するため、

国の制度と連動した交付金を交付

負担区分　国／10
8 ・県／10

2

40，000

（40，000）

知 事 公 室

南 部 東 部

振　興　課

「うだ」の魅力発信

事業

 県実施

うだ・アニマルパークを拠点とした「うだ」の魅力発信

　地域と連携したイベントの開催

　オフシーズンにおける母親向けイベントの開催

　来園者の増加に向けたメディア等への情報発信　ほか

負担区分　国／2
1 ・県／2

1 、県／10
10

2，583

（2，952）

知 事 公 室

うだ・アニ

マルパーク

振　興　室

○新 うだ・アニマルパ

ークを拠点とした東

部地域魅力発信強化

事業

 県実施

東部地域の市村と連携し、うだ・アニマルパークで東部地域の魅

力を発信

　食イベントの開催

　東部地域市村のプロモーション　ほか

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，000

（ － ）

知 事 公 室

うだ・アニ

マルパーク

振　興　室

千円

千円
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　　⑵　魅力を体験してもらう

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

○新 奥大和ガストロノ
ミーツーリズム事業

 県実施

ガストロノミーツーリズム世界フォーラムに合わせ、奥大和地域
のポテンシャルと食文化を活かした関係人口創出イベント等を開
催
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

9，000
（ － ）

知 事 公 室
南 部 東 部
振　興　課

奥大和の特色を活か
したイベント開催事
業 （再掲）

 県・民間実施

天川村の洞川温泉街において、雰囲気と調和した音楽イベント 
「えんがわ音楽祭ｉｎ洞川」を開催
　時期　令和 4 年 9 月（予定）
負担区分　天川村・民間負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

ロングトレイル推進のため、奥大和を巡るコースを作成し、アプ
リにより配信
「弘法大師の道」を活用したトレイルランニングイベント「Ｋｏ
ｂｏ　Ｔｒａｉｌ　2022」の開催
　時期　令和 4 年 5 月14日・15日
負担区分　市町村・民間負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

県内サッカークラブと連携したサッカーイベントの開催
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

国内外で活躍するアーティストによるアートイベント等を開催
負担区分　市町村負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

19，409
（20，390）

知 事 公 室
奥大和移住
・交流推進室

奥大和地域誘客促進
事業

 県・民間実施

奥大和地域を舞台に、歩きながらアート作品を巡り、歴史・自然
環境等を再発見できる芸術祭を開催
　時期　令和 4 年10月上旬～11月中旬（予定）
負担区分　市町村・民間負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

50，000
（50，000）

知 事 公 室
奥大和移住
・交流推進室

鉄道事業者と連携し
た奥大和の魅力発信
事業 （再掲）
 民間実施

鉄道事業者と連携して、奥大和地域の魅力を発信する宿泊旅行商
品を造成・ＰＲ
　連携先　近畿日本鉄道（株）、西日本旅客鉄道（株）
負担区分　民間負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

20，000
（20，000）

知 事 公 室
奥大和移住
・交流推進室

サイクルスポーツイ
ベント開催支援事業
 （再掲）

 民間実施

サイクルスポーツ及び地域の振興を図るため、地勢等を活かした
スポーツイベントの開催経費の一部を負担
　ツアー・オブ・奈良・まほろば
　負担区分　民間負担分を除き国／5

2 ・県／5
2 ・市町村／5

1

　モバイルグランフォンドｉｎ奈良・吉野
　負担区分　民間負担分を除き国／2

1 ・県／2
1

　ヒルクライム大台ヶ原ｓｉｎｃｅ2001
　負担区分　民間負担分を除き国／5

1 ・県／5
1 ・上北山村／5

3

6，268
（6，966）

文化・教育・
くらし創造部
ス ポ ー ツ
振 興 課

　　⑶　移り住んでもらう

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

奥大和移住・定住促
進事業

県・市町村・民間実施

奧大和移住定住交流センターｅｎｇａｗａの運営
ホームページによる移住情報の発信
移住・定住、多地域居住を推進するための拠点施設整備に向けた
モデルプランの作成
負担区分　国／2

1 ・県／2
1

移住・定住、多地域居住を促進するための拠点施設を整備する市
町村に対し補助
　補助上限　改修　4，000千円　　新築　6，000千円
地域受入協議会が行う移住・定住、多地域居住を促進するための
取組に対し補助
　補助上限　250千円
負担区分　国／4

1 ・県／4
1 ・市町村／2

1

県と奥大和地域19市町村で構成する「奥大和移住・定住連携協議
会」において、移住情報の発信、各市町村の相談窓口の充実に向
けた取組や移住体験プログラム等を実施
負担区分　国／3

1 ・県／3
1 ・市町村／3

1

33，494
（32，899）

知 事 公 室
奥大和移住
・交流推進室

千円

千円
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事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

紀伊半島移住プロモ

ーション事業

 民間実施

奥大和への移住・定住を促進するため、三重県・和歌山県と協働

し都市部でのイベントや現地体験ツアー等を実施

負担区分　国／2
1 ・県／2

1

3，500

（4，500）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

ふるさと創生協力隊

設置事業

 県実施

奥大和地域において、複数の市町村にまたがる広域的な地域振興

活動に従事する人材をふるさと創生協力隊として採用し、配置

　ふるさと創生協力隊　 2 人

負担区分　県／10
10

10，455

（10，513）

知 事 公 室

奥大和移住

・交流推進室

千円
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26　大和平野中央部の振興

事　 業　 名 事 業 内 容
4  年 度

（ 3  年 度）

担当部局

・課室名

大和平野中央スーパ

ーシティ構想推進事

業 （一部再掲）

 県・民間実施

交通アクセスが良く、土地のポテンシャルが高い大和平野中央部

において一団の土地を確保し、まちづくりを行う「大和平野中央

プロジェクト」を推進

　大和平野中央プロジェクトまちづくり基本計画を策定

　県立大学工学系第 2 学部にかかる基本計画等を策定

　○新 スタートアップ支援施設等の整備にかかる基本計画を策定

　 国民スポーツ大会の開催及びその先の将来を見据えたスポーツ

施設の整備にかかる基本計画を策定

　測量・調査等を進め、土地を確保

大和平野中央プロジェクトを進化させ、周辺地域の県事業と連携

した新しいまちづくりを目指す「大和平野中央スーパーシティ構

想」を推進

　コンソーシアム形式による推進会議の実施

　○新 コンソーシアム参加企業が実施する先進的な取組に対し補助

　○新 奈良県版シュタットベルケ創生に向けた検討

負担区分　県／10
10

325，380

（ 59，900）

債務負担行為

［8，030，000］

文化・教育・

くらし創造部

大和平野中央

構想推進室

教育振興課

国民スポーツ

大会・全国

障　害　者

スポーツ大会

準　備　室

・

水循環・森林

・景観環境部

環境政策課

・

産業・観光・

雇用振興部

産 業 振 興

総合センター

千円


